変革期の《家族》と法 by 青木 清
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「民主的基本秩序」を破壊しようとする団体に対して行使されるということであれば，それは
それとして理解出来るのかなと感じた次第です。
中川：第１部ではドイツとの比較，第２部ではアメリカとの比較を通しまして，司法の政治
化（第１部）と政治の司法化（第２部）を中心にして，非常に興味深い議論が展開されたと思
います。われわれ韓国法の研究者も，ヨーロッパやアメリカの例と比較することによって，
より一層立体的，多角的に韓国法を理解する視点を獲得できるのでは，と感じました。
 第３部 
中川：引き続きまして，第３部に入ります。第３部は，これまでの第１部・第２部とは違う
分野，家族の問題を取り上げます。「変革期の《家族》と法」という論題で，南山大学法学部教
授の青木清より報告いたします。青木先生のご専門は国際私法です。この国際私法という
領域では，分断国家における準拠法や在日コリアの家族法の問題など，韓国法に関わる問題
がしばしば議論になります。そういう点に注目して，青木先生は早くも1980年代から韓国の
家族法について研究を進めて来られました。昨年度には，これまでの研究を纏めるかたちで
『韓国家族法 ─ 伝統と近代の相剋』（信山社，2016年）を出版されました。
　それでは，青木先生，よろしくお願い致します。
変革期の《家族》と法
青 木　清（南山大学法学部教授）
　南山大学の青木でございます。本日は，このような貴重な報告の機会を与えて頂い
て有難うございます。私の報告は「変革期の《家族》と法」というものです。本日の総
合テーマである『韓国の法と社会・歴史』という観点からすると，韓国家族法は今ち
ょうど転換期に当たっているのかなと思います。韓国家族法の歴史を振り返りつつ，
同時にこれまでのご報告でしばしば出ている憲法裁判所についてもお話をさせて頂き
たいと思います。
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１．韓国家族法の制定およびその特質
　韓国の家族法については，その特徴として，大きく２つのポイントを指摘すること
ができると思います。ひとつは，伝統的な家族制度に基づいて制定されたということ，
他の一点は日本法との関係が強いということです。この２点が，制定当時の家族法の
内容を決定づけています。家族法は韓国民法典の一部として作られていますので，
1958年に制定され，1960年から施行されています。朝鮮戦争後のことです。そして，
その法律施行から半世紀が経過したことになります。この50年のうち，最初の30年間
は，思うように改正ができず，いわば，もがき苦しんだ30年でした。これに対して，そ
の後の20年は，かなりダイナミックな法改正のなされた時期といえます。
　まずは，伝統的な家族制度の話です。ここでいう伝統的な家族制度とは何かといえ
ば，中国の宗法制度に基づく家族制度です。これは，中国の儒教のもと形作られ，朝
鮮半島に伝えられ，そして長い年月をへて韓国社会に定着したものです。その考え方
は，一族の中心に宗というものを据えて，これを家族の源というか「本家」筋にして，
それが家族あるいは一族全体を統括していくというものです。その制度の中で一番重
要なことは，祖先祭祀です。これを絶やすことなく末代までも維持していくことが，
その一族の最大の関心事であります。こうした考え方を基礎におく家族制度です。
　私は1977年から韓国語を勉強し，韓国の家族法を勉強し始めたのですが，当時の日
本の法律学界にあっては，韓国の家族法は日本の戦前の民法，つまり明治民法のよう
なものだ，という理解が強かったといえま
す。確かに条文を見ると，明治民法とよく
似ています。私のまわりの多くの先生もそ
のように指摘されるので，「そんなものか
なあ」と思って勉強し始めたのですが，当
時の韓国の教科書とか体系書とかはそんな
ふうには書いてないんですね。そこには，
「中国の宗法制度に立脚したものである」
といった書き方がされていました。この食
い違いは何を意味するのか，両国で何故こ
のような認識のギャップが生じたのかはよ 第３部報告者：青木 清教授
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くわかりませんでした。最終的には，先ほど申しましたように，韓国家族法の基本理
念としては宗法制度の存在を指摘することができます。ただ，日本法の影響もありま
す。皆さんもご存知のように，法というのは円滑な社会システムを実現することがそ
の使命です。日本は，植民地統治時代に，日本の法律を持ちこみ，民法を適用したり，
戸籍法を適用して戸籍制度を作ったりしています。植民地統治が終わったからといっ
て，直ちにそれらを新しい制度に作りかえることは簡単なことではありません。実際，
植民地統治が終わっても，多くの国々では植民地下で作られた社会システムが，たく
さん残っています。当時の朝鮮半島においても，日本の影響を払拭したいという意識
は当然強くあるものの，いざ法律を作るとなると，どうしても前との繋がりを意識し
ます。その延長線上で，以前の制度を見倣うところも出てきます。その結果，韓国の
新しい家族法の中に明治民法から引き継いだものが残っていくことになります。
　冒頭，韓国家族法については伝統的な家族制度に立脚していると申しましたが，同
じ民法でも財産法の分野などになりますと，そういう側面が抜け落ちています。財産
法分野に関しては，韓国の当時の教科書は素直に「日本法の影響がとても強い」と書
いていました。それらの本で引用されている文献は，日本の我妻栄や鳩山秀夫の著作
だったりするわけです。民法以外の法分野も，いわば近代法が日本とともにやって来
たわけで，かなりの程度まで日本法の影響が避けられない状況にありました。民事訴
訟法ですと，兼子一の名前が出てきたりします。 ─ 兼子一といっても，今の若い方
はご存じないかも知れませんが，新堂幸司先生の先生が三ケ月章先生，その更にもう
１世代上の伝説的な先生です ─ それはともかく，西洋の近代法を日本風にアレンジ
したものが，当時の朝鮮半島に入って行きました。そうしたものを前提に法システム
を作っていますので，一旦できたそのシステムは簡単には変えられないのです。日本
との関係が微妙になるのは，こういう部分があるからなんです。韓国にとって植民地
支配を行った日本は非難や憤激の対象であるわけですが，その日本を通じて近代的な
法システムを受け入れてしまっているので，自分たちの制度をより良くしようと考え
た時に，「日本はどのようにやっているのか」を比較するのが最も効率的，生産的なの
です。日本は植民地支配をした国です。できれば「縁を切りたい」。でも，そうするこ
とは，結果的に自分たちにとってプラスに働かない。結局，日本の体系書を頻繁に引
用したり，日本の判例をも参照したりしています。しかし，日本側は，日本が韓国に
近代法を教えてやったのだと，ふんぞり返るような話でもありません。今日の日韓関
係を考える場合でも，韓国側のこの微妙で複雑な対日感情を理解することがとても大
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切なことではないかと思います。
　ちょっと脱線しますが，私は，作家，司馬遼太郎のファンの１人です。彼は，この地
域のことをこんな風に述べています。東アジアには儒教という共通文化がある。それ
は中国で生み出され，朝鮮半島を経由して日本にやってきた。いわば，中国が文化を
生み出した「母」，朝鮮半島はその「長男」，日本はそれをさらに受け継いだ，いわば
「次男坊」にあたります。儒教では長幼の序が極めて重要なのですが，まさにその長幼
の序を犯して，こともあろうに「次男坊」が「長男」を植民地支配してしまったのです。
こんなことが許される分けがない。こんなことが彼の本の中に書いてありました。研
究当初，韓国のことがまったくわかっていなかった私は，「そういう感覚が朝鮮半島の
人々にはあるんだ」ということを認識したことを憶えております。
　一方で，韓国の方からすると，「日本はドイツ・フランスから明治期に法律を学んだ。
従って，日本を凌ごうと思えば，直接，ドイツ・フランスから法を学ぶべきだ。」とい
うことになります。こうしたことから，韓国の法律研究者は，誰も彼もみなドイツに
留学します。弁護士等の実務家は米国留学が多いのですが，学者はほとんどドイツで
す。ドイツ留学以外は留学ではない，という風潮がずっとありました。私が最初に韓
国に行った1990年代は本当にそうでした。日本に留学していた人も，日本留学だけで
は十分ではないと考え，とにかくドイツに行かなくてはならないような状況にありま
した。以上のような経緯を，私たち韓国法を学ぶ者は知っておらなければならないと
思います。
２．憲法裁判所と家族法
　宗法制度，それを一言でいえば，男性中心に組み立てられた親族制度といえます。
例えば，親権についていえば，行使するのは父親だけで，かつては母親の行使は認め
られていませんでした。こうした内容を含んだ家族法でしたので，両性平等の観点か
ら，その改正を求める運動が制定以来ずっと行われてきました。20世紀に行われた民
法に関する大改正は，1977年と1990年の２回です。そこでは，相続分を男性と女性と
で同じにするとか，親権行使を夫婦共同でするといった改正が行われました。しかし，
家族法の根幹を支える理念的な部分は変わることなく，生き続けました。そうした，
韓国家族法の理念的な部分まで変わることになったのは，憲法裁判所の存在が大きく
関わっています。2000年前後から憲法裁判所が，家族法の理念に関わる重要な諸規定
　134　 　
について「憲法に反する」あるいは「憲法の精神に反する」といった判断を次々に下し
たのです。以下では，それらを紹介したいと思います。
　まず，1997年７月16日の憲法裁判所の判断です。韓国の憲法裁判所については，『韓
国憲法裁判所 ─ 社会を変えた違憲判決・憲法不合致判決 重要判例44』（日本加除出版，
2010年）という書物に，44件，それぞれ短いのですが，紹介してあります。これは
LAZAKという団体が編集したものです。LAZAKというのは，Lawyer’s Association 
Zainichi-Koreanの略称で，在日コリアン弁護士協会という組織です。韓国の憲法裁判
所の近時の動きを知るには，この本は便利です。
　この憲法裁判所の決定は民法809条を失効させたのですが，その決定を紹介する前
に，韓国民法の条文を見てみましょう。同法809条は「同姓婚等の禁止」に関わるもの
で，その第１項は「同姓同本である血族の間では，婚姻することができない。」となっ
ていました。同姓とは，もちろん名字を同じくすることです。同本の「本」は先祖の
出身地（地名）を意味します。したがって，名字が同じでかつ先祖の出身地を同じくす
る人同士は結婚してはならない，というのがこのルールです。これは同じ一族内での
婚姻を禁止するものです。同じ一族は同じ血を分け，同じ本質を持っているのだから，
兄弟姉妹であろうが従兄・従姉・従弟・従妹であろうが，或いはもっと親等が離れて
いようが，とにかく結婚することは避けなくてはならないという考え方に基づくもの
です。それが現代までずっと続いてきたのです。何度も改正の話は出ていたのですが，
この決定が下るまで具体的な改正の動きにはなりませんでした。およそ近代的な婚姻
制度とはいえないことは分かっていても，放置されてきたのです。何故かといえば，
保守派の人たちがこの制度を死守してきたからです。この保守派の人たちとは，儒林
と呼ばれ儒教の教えを信奉する人々なのですが，全国にネットワークを有しています。
これが強烈な圧力団体として君臨し，選挙時には集票マシーンとして威力を発揮しま
す。したがって，国会議員も下手にこの改正に賛成すると，次の選挙で落選するかも
知れないという圧力を感じるのです。その結果，議員も動かなければ，政府も手を出
さない。専ら婦人団体と法律研究者が中心になって法律改正を求めてきた歴史があり
ます。
　こうした経緯のある同姓同本不婚の制度について，1997年になってやっと憲法裁判
所が，憲法違反としてこれを失効させたのです。しかし，ここでも問題が生じること
になります。憲法裁判所は，「第809条第１項は，憲法に合致しない。この法律条項は，
立法者が1998年12月31日まで改正しなければ，1999年１月１日からその効力を喪失す
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る。」と，立法の期限を明示して，国会に法改正を要求したのですが，国会はそのミッ
ションを果たすことができず，ただただ時が過ぎゆくばかりでした。結局，2005年まで，
この条文は民法典の中に残りました。この条項が，韓国社会にとっていかにデリケー
トな問題であるかを窺わせるエピソードだと思います。まさに，韓国の伝統的な家族
制度の象徴的な条文といってもいいものでした。
　次に紹介するのは，2005年２月３日の憲法裁判所の決定です。これは「戸主制」に
関するものでした。韓国の戸主制に関していえば，もともと韓国には家父長制的な家
族制度が存在し，そこに日本の戸籍制度が持ち込まれ，「戸主」という法的な地位が確
立され，それにまつわる諸制度がシステム化されていったという経緯があります。そ
うした制度が，この時点まで残っていたのです。この「戸主制」も憲法の精神に反す
るということで，民法778条（戸主の定義）「一家の系統を継承した者，分家した者，又
はその他の事由により，一家を創立，又は復興した者は戸主となる。」は，削除されま
した。さらには781条（子の入籍，姓と本）や826条（夫婦間の義務）のいう「子が，……
父の家に入籍する。」とか「妻は，夫の家に入籍する。」といった「家」への所属を規定
した条文も憲法に違反するとされました。
　同じく2005年の12月22日に出された決定では，「父姓追従の原則」が憲法に合致しな
いと判示されました。「父姓追従」というのは聞きなれない言葉かと思います。韓国
では，伝統的に名字は男性の血統を表象するものと理解されています。同じ血を分け，
本質を同じくする者同士を，ひとつの名字で示すわけです。結婚しても人の本質は変
わりませんので，結婚しても女性の名字は変わりません。ということで，韓国では夫
婦別姓が行われています。子どもは，父の名字を名乗ります。ここには，女性は自分
の血統を次の世代に継承することはできない，という考え方が潜んでいます。いずれ
にしましても，父の姓の継承しか認めない781条１項は，やはり憲法に反すると判断さ
れました。その後の民法改正で，原則的には父方の姓を名乗るが母方の姓を名乗って
も構わない，というように改められました。
　このように，韓国家族法の中にあって伝統的な家族制度を象徴する規定に対して，
2000年前後に，憲法裁判所が，次々と違憲の判断を下していきました。そして，それ
を梃子に法律の改正が行われていった次第です。ちなみに，2005年の民法改正ではこ
うした憲法裁判所の見解が全て現行法に取り込まれ，条文は，スッキリしたかたちに
なりました。
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３．韓国社会の変化
　こうした判例や条文の変化の背景には，韓国社会それ自身の変化があるということ
ができると思います。それを検討したいと思います。
　先ずは，各種の統計をみてみましょう。第１は，合計特殊出生率です。つまり，１
人の女性が生涯に何人の子どもを産むかという数字ですね。私が韓国についての研究
を始めた頃，すなわち1980年頃までは，韓国では１人の女性が３人ほどの子どもを産
んでいました。それが時の経過とともに低下していき，1984年には日本とほぼ同じ出
生率になってしまい，2000年代以降は，常に日本よりも低い出生率になっています。
日本でも少子高齢化の問題は深刻ですが，韓国の場合には，日本以上に出生率低下の
カーブが急激だといえます。
　次に，離婚率を見ましょう。人口1000人当たりの離婚率（粗離婚率）ですが，これも
かつては，韓国の方が日本よりもずっと少なかったのですが，1990年代半ばに日本と
同じ水準になり，それ以降は韓国の離婚率が日本を上回るようになっています。
　韓国の伝統的な家族制度は，どちらかといえば，大家族制度を意識したものでした。
戸主が一族の面倒をみるという考え方だったわけです。しかし，女性が子どもを産ま
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なくなり，その結果，男子の確保が難しくなっていきます。そして，それは，祖先祭祀
の承継ができなくなることを意味します。祖先祭祀を行いうるのは，同じ血統を継い
でいる男系男子だけです。かつては，男の子を産むことが，今，生きている人間の最
も重要な任務であるというように考えられていました。私が韓国に初めて行った頃，
大学の先生方の間でも，男の子がいるかどうかということは，かなり重要なトピック
でした。しかし1997年に韓国に行った際には，大いにその状況が変わっていました。
その時，出会った人たちの中には，「私は娘だけでいいです。男の子がいると大変だか
ら……」というお母さんもいたほどでした。男の子がいなくてもいい，子どもがいな
くてもいい，という考え方が少しずつ出てきたのは，その頃からなのだろうと思います。
　思い出してみますと，1988年にソウルオリンピックがあり，その頃からソウルでは
高層マンションが沢山立ち並ぶようになりました。住居の在り方が変わり，それとと
もに家族のあり方も変わって行ったんだと思います。伝統的な韓国の家屋はロの字式
になっていて，その真ん中にマダンという空間があって，そこでキムチを漬けたり，
家事をしたりします。ところが，今では大都市では，皆，高層住宅に住み，ベランダに
キムチの甕を並べたりはしていますが，昔と同じような生活スタイルはもうできなく
なっています。核家族化の進展に伴って，自ずと子どもの数も減っています。
　この少子化の速さは，韓国社会の様々なところに表われてきています。韓国の大学
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では，子どもの人口が余りにも急激に減少しているため，経営が成り立たなくなって
きている大学が既にいくつか発生しています。本日のシンポジウムの第２部で首都機
能移転に関する憲法裁判所の判断が取り上げられましたが，これは，韓国内に強固に
あるソウル中心主義と関係があります。あまりにそれが強いので，首都機能移転が試
みられたわけです。結局，首都は移転しませんでしたが。それと同じ傾向の現象とし
て，地方の大学の学生がどんどん減ってきています。そうした大学では，学部を閉じ
ることが現実化しています。日本でも，早晩，そのようになるのではないかと，やや
気になっているところであります。
　1990年代頃が節目になって，韓国社会が変わってきたことは，おそらく間違いない
のないところだと思います。韓国の憲法裁判所の判断も，その社会変化を受けてのも
のだったと考えることができます。先ほどの國分先生のご報告にもありましたように，
違憲審査権は当初から韓国にあったのですが，それはほとんど機能していなかったの
です。87年憲法になり，憲法裁判所が法律の違憲審査を行うようになって，漸く機能
し始めたといっていいかと思います。社会的変化がその背景にあり，その社会に芽生
えてきた，あるいは共有されてきた様々な「思い」に応えるかたちで，憲法裁判所が，
種々，判断を下すようになったということだと思います。
　韓国には，韓国法制研究院という政府系のシンクタンクがあります。そこが全国的
な法意識調査を実施しています。これからも，韓国社会の変化を窺い知ることができ
ます。そのごく一部を紹介します。1991年調査と2008年調査を比較してみます。もっ
とも，質問の仕方がそれぞれに少しずつ違っているので，単純に比較するのは危険な
面もあるのですが，大枠のところで，その変化を捉えることはできると思います。91
年調査において「あなたの家庭では，家族共同の問題に関する議事決定は最終的には
どのように行われますか。」という質問に対して，「父親（夫）の意思に従って決定する」
というのが24.5％，他方「母親（妻）の意思に従って決定する」はわずか1.8％しかあり
ません。08年調査では，これがどうなっているか。「父親（夫）」の意思に従うという
のが27.4％で，これは余り変わりません。しかし，母親（妻）の意思に従うというのが
12.7％ですから，91年調査に比べて母親（妻）の地位が，格段に上がってきていること
がわかります。もうひとつ，「女性が不利な取り扱いを受けているとすると，次の中の
いずれの場合がその最たるものだとお考えになりますか？」という質問に対して，91
年調査では就職・昇進で60.3％の人が不利な取り扱いを受けていると答えています。
その他，政治参加11.0％，財産相続10.2％などもあります。ところが，08年の調査では，
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「私たちの社会で女性がどの程度法律上不利な取り扱いを受けていると思われます
か？　あるいは，そのようなことはないと思われますか？」という質問に対して，44.7
％の人が「どちらかと言えば不利な待遇を受けていない」，6.3％の人が「全く不利な待
遇を受けていない」と答えています。これはちょっと数字が良すぎるような気もする
のですが，全体の約半数の人がこのように答えていることは，少なくとも，意識レベ
ルでは女性の地位が上がってきていることを表わしています。
４．大胆な政策転換
　以上の検討を踏まえて，以下，３つの点を指摘したいと思います。
　ひとつは，多文化社会を目指して，ということです。日本でも，多文化共生はよく
言われることではあります。これには，韓国の場合，２つの側面があります，ひとつ
は農村部で不足しているお嫁さんを外国から連れてくるというもの。これは，日本に
もありました。国際結婚を斡旋する組織もあり，そのお嫁さんが韓国社会で定着でき
るようにするための生活支援センターが各地に作られたりもしています。ベトナムや
フィリピンなどから，韓国の農村に国際結婚で女性が来るようになっています。もう
ひとつは，優秀な外国人人材を取り込みたいというもの。政府自身も，これから韓国
は多文化社会を目指していくのだと政策決定しています。ただ，農村の嫁不足の解消
やら優秀な外国人人材の取り込みやらを多文化共生という理念の下で語っていいのか，
いささか疑問は残りますが，国際化の流れの中で外国人とどのように向き合っていく
のか全く議論がされていない日本とは，政策的に大きな違いがあることは確かです。
労働力不足の問題もあります。韓国では中国の朝鮮族の人たちが韓国での労働力不足
を補っているという現状があります。
　２つめとして，二重国籍の容認ということです。韓国の国籍法は，当然ながら父親
中心で組み立てられていたわけですが，国連が作った女子差別撤廃条約に男女を同等
に扱わなくてはならないという条文があり，日本も韓国もその条約に加盟しました。
父親だけを基準にした国籍付与は条約違反ということになりました。そこで，日本は
1984年に，韓国は1997年に，それぞれ国籍法を改正しました。
　現在，韓国では，国籍法２条（出生による国籍取得）１項によって「出生した当時に父
又は母が大韓民国の国民である者」は韓国国民であるとされます。このように父母両
系主義にした以上，国際結婚をすると子どもは必ず二重国籍になるわけです。韓国は
　140　 　
国際的な緊張関係に直面してきた国ですから，自国民かそうでないかを厳しく区別す
る姿勢を採ってきました。敵と味方をハッキリ区別すると言ってもいいでしょう。し
たがって，当初の韓国は，二重国籍になった場合，厳格に国籍選択をさせていました。
国籍法12条（二重国籍者の国籍選択義務）１項に「出生その他この法律の規定により満
20歳になる前に大韓民国の国籍及び外国国籍を共に有するに至った者は，満22歳にな
る前までに，満20歳になった後に二重国籍になった者は，その時から２年内に，第13
条及び第14条の規定により一の国籍を選択しなければならない。」とあります。この
条項に基づき韓国国籍を択ぶ場合には，当初は，もうひとつの外国国籍を放棄してか
ら韓国国籍を択ぶ手続をしなさい，外国国籍を放棄しなければ韓国国籍選択の手続を
しません，という厳しい運用を採用していました。ちなみに，日本の場合は，日本国
籍を選択したとしても，もうひとつの外国国籍は残ります。国籍選択をした上で二重
国籍のまま22歳を迎えたとしても，日本国籍は維持できます。自動的に国籍を失うこ
とはありません。しかし，かつての韓国はこの点が厳しく，どうしようかと迷ってい
る間にデッドラインを過ぎてしまうと，その時点で韓国国籍は選択できなくなってし
まっていました。
　ところが，近年，この運営方針では韓国国籍を失う人が極めて多くなってしまい，
優秀な人材を国内に留め置くという点からしても，政策的に良くないのではないかと
思われるようになりました。そこで，このような厳格な選択制度を変更することにし
ました。2010年に改正された国籍法13条（大韓民国国籍の選択手続）１項は，「複数国籍
者で第12条第１項本文に規定された期間内に大韓民国の国籍を選択しようとする者は，
外国の国籍を放棄し，又は法務部長官が定めるところにより，大韓民国において外国
の国籍を行使しないことを誓約し，法務部長官に大韓民国の国籍を選択する意思を届
け出ることができる。」と定めました。すなわち，外国の国籍を韓国国内で行使しない
ということを誓約すれば，それで韓国国籍を選択したことにする，というものです。
換言すれば，二重国籍で構わないということです。日本は先ほど言いましたように，
日本国籍を選択すれば自動的にもう一方の国籍を剝奪されることはありませんが，重
国籍者には国籍選択を促し，国籍唯一の原則を維持しています。韓国は，新しい家族
のあり方，新しい国籍のあり方をどんどん打ち出してきています。
　３つめとして，戸籍制度の廃止があります。2005年の「戸主制」に関する憲法裁判
所の憲法不合致決定に基づき，「戸主制」が廃止されました。その結果，戸主制を前提
として成り立っていた戸籍制度も変えなければならなくなりました。ではどう変える
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か。色々な方法があったわけですが，個人単位の国民登録制度にしてしまったのです。
戸籍は，日本もそうですが，家族単位で登録しています。だから，例えば誰かが亡く
なり相続問題が発生した場合，その人の戸籍謄本を取ってくれば，相続人は誰か，何
人いるのか，等が一目瞭然でわかります。戸籍については色々な批判もあり，実際，
問題もありますが，便利な制度であることも事実です。韓国は，この家族単位の登録
をやめてしまったのです。正直，これには驚きました。
　一般に，戸籍制度をなくすと，身分関係の公示，公証がいささか面倒になります。
しかし，韓国では，こうした問題点は発生しませんでした。それが可能になったのは，
戸籍の電算化が日本よりも遥か以前にでき上がっていたからです。加えて，韓国の戸
籍制度では，国民１人１人に番号が付いています。住民登録番号，日本でいうマイナ
ンバーですね。これが20年ほど前から韓国では運用されています。個人番号があって，
電算化ができていますから，個人単位の登録に変えても，身分関係をたどることはそ
れほど難しくありません。もちろん，制度設計そのものは大変だったと思いますが，
比喩的に言えば，いわば「リンクを張る」だけで済むわけです。
　以上，韓国家族法の歩みをざっと見てきました。この半世紀の歩みから，私は，次
のようなことを考えています。韓国という国では，「あるべき社会」の姿をまず描いて，
それを実現するために制度設計をする。その設計に従って，個別の施策を実行してい
く。そのようにして政策が進められてきたといえるのではないでしょうか。これに対
して日本はというと，第１部でも出てきましたように，司法消極主義もあって，法制
度がなかなか変化しない。二重国籍に関しても，事実上二重国籍を黙認しているにも
関わらず，オフィシャルには「駄目です，駄目です」と言い，外国人についても移民を
受け入れないでいる。尹先生のシンポジウムの「趣旨説明」の中で，社会科学の実験
における失敗は許されない，というお話がありました。韓国は，そうした発想にも挑
んでいるように感じられます。韓国のこの数年の実験的な施策が成功するかどうかは
分かりませんが，日本社会からすると，非常に参考になる試みであることは間違いあ
りません。そういう観点からも，韓国法を見ることができる時期に来ているのではな
いかと，私は考えております。
　時間が来ましたので，私の報告はここまでとさせて頂きます。ご清聴ありがとうご
ざいました。（拍手）
中川：有難うございました。家族の国際化，多様化が様々な問題を提起しているわけですが，
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韓国における家族法の改正は，そういう動向に対応するものとして，日本にとっても多くの
示唆を含むもののように感じました。
　それでは，これから青木報告に対するコメント，ディスカッションに入りたいと思います。
コメンテーターは佐々木健専修大学法学部准教授にお願いしております。佐々木先生のご専
門は家族法でありまして，特にドイツ法を比較対象とした論文をこれまで発表して来られま
した。家族法は固有法・伝統法が強く支配する領域でありまして，本日のご報告の中でも伝
統法との相克をどう調和するか，あるいは伝統法を如何に克服するか，といったことが課題
となるわけであります。家族法を研究しておられる佐々木先生の立場からは，韓国法の状況
はどのように捉えられるのでしょうか。
　それでは佐々木先生，よろしくお願い致します。
対　論　　コメンテーター　佐々木  健（本学法学部准教授）
佐々木：ただ今ご紹介にあずかりました専修大学の佐々木でございます。専門は家族法，特
にドイツにおける親権法を研究しております。青木先生のご報告を受け，日本の家族法の性
質や歴史的変遷，法体系を踏まえ，特に戸籍制度の問題を中心にご質問させて頂きたいと思
います。
　今回の青木先生のご報告では，韓国における家族法制定当時の韓国の状況とその後の韓国
社会の変化，そしてそれに対応するかたちでの法改正の状況について，詳しく学ばさせて頂
左：佐々木准教授，右：青木教授
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きました。韓国の家族法が伝統的な宗法制度に基礎を置いて制定されたこと，他方，時代の
変化に対応して憲法裁判所が積極的に違憲判決を出して法改正をリードしてきたことが紹
介され，また日本の家族制度との類似についてもご指摘がありました。確かに，日本の明治
民法には「家」を中心とする家族制度を根底に置いていた部分もあるのですが，同時に相違
点もあります。まず「戸主制」に関してですが，日本でも明治民法では「戸主制」に基づいた
家族法制度が採られておりました。ただ，日本の場合には，その源を辿っていくと江戸時代
に発達した家父長制的な家族制度の延長という側面が強くあるのに対しまして，韓国の場合
には，中国の宗法制度に起源をもつということですから，その点で「戸主制」の起源に関して
は若干の違いがあるかと考えます。
　また，憲法裁判所における３つの憲法不合致決定についてもご紹介下さいました。これら
の判断は，韓国家族法の伝統的な価値観に基づく特徴であったのはないかと思います。それ
ぞれに少しみていきますと，─「同姓同本不婚制」の問題については，同姓であって同一祖
先の出生地である「本貫」を同じくする，すなわち同本である血族間においては婚姻を認め
ないという婚姻の成立要件に関わる制度は，日本法においては見られないといってよろしい
でしょう。日本と韓国を比較した場合には，氏を名乗ること自体について，両者で相違がみ
られるのではないかと思われます。氏の数が違うということもあるかも知れませんが，いず
れにせよ，この同姓同本不婚の原則は生物学的理由や儒教的倫理観等から近親婚を避けよう
とする趣旨によるものでありましょう。
　それから2005年２月における「戸主制」廃止の決定に関して申しますと，日本法でも明治
民法において「戸主制」に基づく「家」制度が認められておりましたが，戦後になってそれが
廃止された経緯はご承知のとおりであります。
　また同年12月における「父姓追従の原則」の憲法不合致決定に関してですが，日本法にお
きましては，民法790条（子の氏）に「嫡出である子は，父母の氏を称する。」と規定しており
ます。父か母かどちらの氏を称するかについては民法750条（夫婦の氏）に「夫婦は，婚姻の
際に定めるところに従い，夫又は妻の氏を称する。」とする夫婦同氏原則によって，夫婦の協
議によって定められることになります。ただし，この夫婦同氏原則は実際には96〜97％の割
合で夫の氏を名乗る現状にあります。
　なお，「同本」というのは祖先の出生地名を同じくするということでありますが，これを
「本籍地」に相当するものとお考えの方もひょっとしたらおられるかも知れませんが，それと
は異なります。
　戸籍制度に関して，韓国法においては戸主制廃止に伴い，個人単位の国民登録制度を策定
したということでしたが，日本においてはこのような１人１籍の家族登録ではなくて，戸籍
筆頭者を中心に編成される戸籍制度を維持しています。現行戸籍法が制定されたのは昭和
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22（1947）年のことでありますが，この戸籍法については個人情報保護の観点からの公開制
度のあり方の見直し，性同一性障害者の特例法に伴う改正のほか，さほど大きな改正は見ら
れませんでした。他方，韓国ではこのような大胆な家族登録制度を設けたわけですね。そこ
で青木先生にご質問させて頂きたいのですが，韓国においてここまで大胆な政策転換がなさ
れたその原動力となったものは何だったのでしょうか。
青木：有難うございます。本当に大きな変更ですね。憲法裁判所の憲法不合致判断が出な
ければ，ここまで大きく動くことはなかったでしょう。韓国においては戸籍制度と戸主制を
一体として理解されておりまして，戸主制に従って戸籍制度が運用されていると考えられて
いました。ですから，戸主制が廃止されるとなれば戸籍制度も変えざるを得ないということ
だったと思います。更に，「原動力」，いわば後ろにあってそれを動かす力ですが，簡単に断
言できないのですが……。私自身，韓国の家族法関係の学会や研究会に時々顔を出しまして
「こんな改正がありましたね」「こんな憲法裁判所の判決がありましたね」といった話を致し
ますと，「韓国の改正は行き過ぎだ」と指摘する人がいます。その点では，皆が一致してそち
らの方向を目指しているというわけではなさそうに感じることもあります。一部の人々が
突出しているところもありました。こうした人たちに対応するために，改正をやってきたと
言ってもよいでしょう。そういう流れがあって，家族法の改正が突き進んできたという側面
も否定できないのです。それから，個人単位の登録が可能になるような技術的な裏付けがあ
ったことも大きいと思います。先ほど申しました電算化がそれです。
佐々木：もうひとつお伺い致します。日本においては，戸主制が廃止され，伝統的な家族制
度が廃止になりましたが，例えば地方においては家「制度」というのは残っていないにして
も家の「意識」は残存しています。それによって，男性優位の家族生活が維持されていると
ころが見受けられます。韓国においてはどうなのでしょうか。例えば同姓同本不婚は制度
としては廃止されたけれども，人々の意識としては現在でも同姓同本の間での婚姻を回避し
ようとするような意識というのはどの程度残っているか，何かご見解をお持ちでしたら伺い
たいです。
青木：制度が変わったとしても，意識はそう簡単に切り替えられませんね。したがって，法
制度的には可能になりましたけれども，現在でも同姓同本間での婚姻は避けられる傾向があ
ります。親族ネットワークがいまだに強く維持されているということもあります。今，春節
の時期ですが，韓国も旧正月を祝います。韓国の「民族大移動」というのがありまして，お盆
の時（といっても，韓国の場合には中秋の名月の時です）と旧正月の時には，とにかく必ず実
家に帰らなければなりません。それで交通渋滞がもの凄い状態になります。今や，全人口の
３分の１近くがソウル大都市圏に集中していますから，この人たちが一斉にそれぞれの実家
に向かって移動すると大変なことになるんです。この，絶対に帰省しなければならないとい
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うプレッシャーは，本当に大変なものです。今年の『朝鮮日報』日本語版を見ておりましたら，
「子供が熱を出した」等の理由をつけて，何とか帰省しないで済まそうとする人もいるらし
い。そういうことが記事になるくらい実家に帰るよう圧力がかかる。これは親族ネットワ
ークの力によるところが大きいのです。大統領のポストに就いたら，一族の人たちに一定程
度面倒をみてやらないと，「人間じゃない」みたいに思われるところがある。今回の大統領の
問題についても色々言われていますが。そういうことが期待されている社会なんですね。こ
ういうふうに，個人の意識の中には伝統的な家族観念が色濃く残っていますね。
中川：残念ながら時間となりましたので，ここで第３部を終了といたします。両先生，有難
うございました。（拍手）さて，本日のこれまでの報告と討論を踏まえまして，尹龍澤教授に
今回のシンポジウムの総括をお願い致します。
